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Ⅰ．本資料の目的 

1. 本資料は、第 61回サステナビリティ基準委員会（2025年 12月 24日開催）における、審

議事項(3)の「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年法律第 117 号）（以下

「温対法」という。）における「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「SHK

制度」という。）の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて「気候基

準」の定めに従う場合の測定及び開示について、聞かれた意見をまとめたものである。 

Ⅱ．聞かれた意見 

審議事項(3)-1 適用時期等に対する意見 

2. 2026 年 3 月期から SSBJ 基準を早期適用して準拠表明を行う場合、仮にサステナビリテ

ィ開示実務対応基準（以下「実務対応基準」という。）が 5 月下旬に公表されたときは、

有価証券報告書の提出日まで日数が限られる。また、二段階開示を行う企業が出てくる

可能性もある。2026 年 3 月期から早期適用を行う企業を考慮した場合のタイムラインを

確認したい。 

審議事項(3)-2 サステナビリティ開示実務対応基準（案）の文案に対する意見 

（ロケーション基準によるスコープ 2温室効果ガス排出の取扱いに対する意見） 

3. 「GHG プロトコル（2004年）」とは異なる方法を認めることにより二重計算を回避し、企

業の負担を軽減するとの気候基準の趣旨や、温対法における SHK 制度に基づく測定方法

を選択する場合のロケーション基準の取扱いが明確化された点は評価する。しかし、こ

れらの明確化された点と、結論の背景の温対法における SHK 制度の枠組みにより測定し

たロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出のみを開示することは認められ

ないとの記載は矛盾しているのではないか。 

4. 前項の結論の背景の記載は、温対法における SHK制度に基づく測定方法を選択する場合、

必ずロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出とマーケット基準によるスコ

ープ 2 温室効果ガス排出の両方を開示することが求められると解釈できるため、当該記

載は不要と考える。また、ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出が、実
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務対応基準に従って測定されたものである旨の注記を求める必要はないと考える。当該

注記が、主要な利用者が行う意思決定に有用な情報を提供するとは考え難い。 

5. 温対法における SHK 制度に基づく測定方法を選択する場合のロケーション基準の取扱い

は、ISSB基準と整合していないとするほどのものではないと考える。温対法における SHK

制度の枠組みにより測定したロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出のみ

を開示することは認められないとすること、及びロケーション基準によるスコープ 2 温

室効果ガス排出が実務対応基準に従って測定されたものである旨の注記を求めることの

根拠について、結論の背景において丁寧に記載する必要がある。 

6. 将来的には、本実務対応基準における取扱いが国際的にも認められる状況が望ましいも

のの、温対法における SHK制度に基づき報告する温室効果ガス排出を SSBJ基準において

使用できるようにするための措置と理解した。事務局の提案に賛同する。 

7. 気候基準第 49項ただし書きは、「GHGプロトコル（2004年）」とは異なる方法を用いる

ことができることを定めているが、当該異なる方法についてはそれ以上に詳細な定めは

ない。このため、ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出として、温対法

における SHK 制度によるマーケット基準に基づく数値が認められるとも解釈できる。気

候基準第 49項ただし書きが、ロケーション基準のみを前提とした定めなのか確認したい。 

（実務対応基準が適用される範囲に対する意見） 

8. 温対法における SHK 制度に基づく報告の対象ではない企業は、温対法における SHK 制度

に基づく測定方法を選択することはできず、「GHG プロトコル（2004 年）」に従って測定

することになるという理解でよいか確認したい。本実務対応基準は、連結グループの中

の温対法における SHK 制度に基づく報告義務を有する企業のみが適用できる旨を本文又

は結論の背景において明確化してはどうか。 

（基礎排出量から調整後排出量への調整表に対する意見） 

9. 調整表の基礎排出量は、スコープ 1 温室効果ガス排出及びマーケット基準によるスコー

プ 2 温室効果ガス排出の合計との理解でよいか。設例における調整表と表形式の温室効

果ガス排出に関する開示例とのつながりが理解できるよう説明を追加し、表の中の数値

の桁数も整合するよう修正してはどうか。 

10. 調整項目の記載について、カーボン・クレジットを調達した企業やーボン・クレジットの

種類等がわかりにくいため、作成者及び利用者が理解できるような書きぶりに修正して

はどうか。 
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（実務対応基準の文案に対する意見） 

11. 気候基準第 49項ただし書きでは、「GHG プロトコル（2004年）」とは異なる方法を用いて

測定することができるとしており、その方法に基づいて測定した排出量を用いることが

できるという表現は用いていない。文案の「温対法における SHK 制度に基づき報告した

温室効果ガス排出を用いて『気候基準』の定めに従う場合の開示」という表現は正確性を

欠く表現と考えられる。 

12. 法律や命令については、改正された年がわかるような記載に修正してはどうか。特に温

対法の 2024年改正は、温室効果ガス排出量の定義を変更する趣旨の改正であったことか

ら、2024年改正がわかるような記載に修正することを検討いただきたい。 

13. 温対法における SHK 制度に基づき報告した温室効果ガス排出を用いる場合の開示につい

て異なる見解があることから、その解釈を明確化することの理由付けとして、実務の対

応が異なることにより、企業間の比較可能性が損なわれ、開示の目的が損なわれる可能

性があるという点も追加してはどうか。 

審議事項(3)-3 「コメントの募集及び公開草案の概要」の文案に対する意見 

14. 想定される公開草案の公表時期を確認したい。前回の委員会で議論が公開され、今回の

委員会で議論がなされたことから、今後、新たな論点や懸念が関係者から寄せられる可

能性がある。この点、公開協議を通じて広く意見を募集することも考えられる一方で、公

開草案を公表する前に何らかの対処をしたほうが効率的な面もあると考える。 

以 上 
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